


2.計画調書の提出方法等 

（1）提出方法 

  ①令和元年度 私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧（様式1） 

   本様式「R01防災【ブロック塀】様式１」（Excel）は、都道府県において作成し、メールにて下

記担当まで提出すること。 

 ※ファイル名は次のとおりとする。 

【都道府県名】R01 防災【ブロック塀】様式１ 

 ②計画調書（様式8-1～8-4）、添付資料（配置図、入札の内容が分かる書類等） 

   記載事項等に不備がないか確認の上、提出期限までに文書で提出すること。なお、計画調書ごと 

にフラットファイル・クリアファイル等でまとめる必要はなく、申請が多数の場合、都道府県単 

位でファイルにまとめて提出すること。 

    

※様式１については提出期限が異なるので、留意してください。 

 

（2）提出書類及び提出期限 

【提出書類】 

1.令和元年度 私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧（様式 1）（メール） 

【提出期限】令和 2 年 1 月 28 日（火）15 時＜厳守＞ 

 

2.計画調書（様式 8-1～8-4）、添付資料（郵送） 

 【提出期限】令和 2 年 1 月 28 日（火）＜厳守＞【必着】 

  ※交付内定は令和 2 年 2 月末を予定しているため、下記「3.留意事項」の（6）のた

だし書き及び（7）に従い、必要に応じて、交付内定前の事業着手承認申請書も都

道府県にてとりまとめの上、事業の着手（契約）予定日の 3 週間前までに文部科学

省へ提出してください。なお、計画調書とは別途送付してください。 

※期限までに必要書類が揃っていないものについては、予算執行の事務手続き上、今

回の採択事務等への対応ができませんので余裕をもって発送してください。 

 

3.留意事項 

（1）ブロック塀等の安全対策は社会的に喫緊の課題となっていることから、本補助を活用した安

全対策を検討している法人におかれては、可能な限り、今回の事業募集において計画調書を

提出するよう都道府県から連絡願います。 

（2）補助事業の業者選定に当たっては、適正性及び透明性が求められていることから、私立学校

施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高機能化整備

費））交付要綱第 10 条及び「建設工事等に係る補助事業遂行に当たっての留意事項」に従う

こととし、入札等の競争により契約先及び契約金額を決定してください。入札を実施するこ

とができないやむを得ない事由がある場合は、3 社以上の業者の見積合わせ等により決定し

てください。ただし、指名競争入札あるいは見積合わせにおいて辞退した業者は、原則とし

てこの 3 社に含めません。 

（3）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助目的の完全な達成を図る

見地から、平成 14 年 3 月 25 日文部科学省告示第 53 号により、財産の処分制限期間を別に定



めており、この制限期間中に財産の処分（交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供する処分）を行いたい場合は、事前に文部科学大臣の承認が必要とな

ります。 

（4）新設の学校については、完成年度（卒業生を輩出する年度）の翌年度から補助対象となりま

す。 

（5）補助事業については、国民の税金を原資とする補助金により行われるものであり、その適正

かつ効率的な使用はもちろんのこと、使用手続きの透明性を確保することが求められている

ことから、文部科学省に提出された計画調書その他の文書については、国民からの開示請求

があった場合には、行政機関の保有する情報の公開に関する法律第５条各号に掲げる情報に

該当し、かつ計画調書中で特に非公開希望について言及された部分を除き、公開することと

なります。 

（6）補助対象は、令和元年度中に整備が行われる事業となります。令和元年度中に整備が行われ

る事業とは、原則として交付内定後から令和 2 年 3 月 31 日までの間に契約が締結され、原

則として交付内定後から令和 2 年 3 月 31 日までに引き渡しを受ける事業をいいます。 

ただし、交付内定前に契約又は工事に着手する等の事業であっても、文部科学大臣が承認

している場合、補助対象とすることができます（（7）参照）。 

（7）交付内定は上記 2.(2)2.に示すとおり令和 2 年 2 月末を予定としていますが、上記 1.に示

す募集対象事業を令和 2 年 2 月末までに契約予定である場合には、契約締結予定日の 3 週間

前までに、交付内定前の事業着手承認申請書を文部科学省に提出し、文部科学大臣の承認を

受けた上で、契約を締結してください※。また、同年 3 月以降に契約予定の事業については、

内定後に契約を締結してください（内定時期が変更となる場合は、追って連絡します）。 

※ 文部科学大臣の承認をもって国庫補助の交付を約束するものではないので留意してくだ

さい。 

（8）上記 1.に示す募集事業以外の事業の募集（以下「募集対象外事業」という）については、申

請の状況を踏まえ、追って連絡する予定としていますが、あらかじめ文部科学大臣の承認を

受けて交付内定前に事業を着手することは例外的な措置であることに鑑み、募集対象外事業

については、交付内定前の事業着手承認に係る手続きを行いませんので御留意ください。今

後、募集対象外事業を募集することとなった場合、当該募集に対する内定後に契約締結を行

うことを原則として募集する予定ですので、あわせて御留意ください。 

＜参考＞ 

適用法令等 

① 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号） 

② 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号） 

③ 私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費（私立高等学校等施設高

機能化整備費））交付要綱（平成 13 年 4 月 1 日文部科学大臣裁定） 



 

【提出先及び問合せ先】 

文部科学省高等教育局私学部 

私学助成課助成第二係 青山、大西、坂田 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関3-2-2 

TEL : 03-5253-4111 （内線2774・2746） 

FAX : 03-6734-3396 

E-mail : josei2@mext.go.jp 
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令和元年度「防災機能強化施設整備事業（防災機能強化事業（ブロック塀等 

安全対策事業））」に係る計画調書について 
 

Ⅰ 提出書類・提出方法 

１ 提出書類 

※提出期限までに全ての書類が提出できない場合は、今回の採択事務への対応ができませんので御留

意ください。 

① 令和元年度ブロック塀等安全対策事業計画調書（様式 8-1～8-2） 

② 採択理由書（様式 8-3） 

③ 提出書類チェック表（様式 8-4） 

④ 工事予定のブロック塀等の位置を示した配置図（様式自由） 

⑤ 工事費、点検調査費及び実施設計費に係る入札の内容が分かる書類又は見積書の写し（3社以上） 

⑥ その他参考となる資料 

 

 ２ 提出方法 

 ①申請一覧（様式１） 

  本様式「R01防災【ブロック塀】様式1」（Excel）は、都道府県において作成し、メールにて提出

（送信先アドレス：josei2@mext.go.jp）すること。 

  ※ファイル名は次のとおりとする。 

   【都道府県名】R01防災【ブロック塀】様式1 

  

 ②計画調書（様式8-1～8-4）、添付資料（配置図、入札の内容が分かる書類等） 

   記載事項等に不備がないか確認の上、提出期限までに文書で提出すること。なお、計画調書ごとに

フラットファイル・クリアファイル等でまとめる必要はなく、申請が多数の場合、都道府県単位で

ファイルにまとめて提出すること。 

 

  ③注意事項：提出期限までに全ての書類が提出できない場合は、今回の採択事務への対応ができません

ので御留意ください。 

 

Ⅱ 申請の単位 

申請は、原則学校法人が設置する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別

支援学校（以下「私立高校等」という）ごとに行うものとする。なお、例えば中学校と高等学校で同一

建物や同一敷地等を利用している場合は一括して申請することができる。しかし、大学、短期大学、高

等専門学校、専修学校、幼稚園、幼保連携型認定こども園と同一建物や同一敷地等を利用している場合

は、工事予定のブロック塀等の位置を示した配置図（様式自由）に各学校の建物や敷地の利用状況が分

かるように明示し、ブロック塀等の位置関係や構内の利用実態に応じて、私立高校等とそれ以外の学校

種ごとに経費を按分して申請すること。また、按分方法についての計算過程を様式8-2に記入すること。 

 

Ⅲ 補助対象経費 

学校施設におけるブロック塀等の外観に基づく点検や内部の点検の結果、安全性に問題があるとされた

ブロック塀等の安全対策に必要な経費（表１）であって、次の要件を備えているものとする。 

  なお、工事費は、再設置、改修を行うブロック塀等の長さ（ｍ）に 80,000 円を乗じた額を上限とす

る。 

【要件】 

次の①又は②のブロック塀等の安全対策工事。 

①既存不適格のブロック塀等 

     設置当時は建築基準法基準に適合していたが、建築基準法の改正で、以下の事項が「既存不適

格」（別添参考資料「ブロック塀等に係る建築基準法施行令の主な改正経過」参照）となったブ

ロック塀等に係る安全対策。 

      ・高さ 
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      ・厚さ 

      ・控え壁 

      ・鉄筋の接合方法、モルタルの充填状況 

      ・鉄筋のピッチ及び定着状況  

    ②老朽化により亀裂や傾斜、ぐらつき等の劣化損傷が生じているブロック塀等 

     ※劣化損傷が生じているブロック塀等の安全対策工事は、劣化損傷部分の改修等を行う工事に係

る必要最小限の範囲を補助対象とする。 

 

 （表１） 

経費区分 内容 

点検調査費 

本事業の対象となるブロック塀等に係る点検調査（※）に要する経費を対象とす

る。ただし、学校関係者による自主的な点検に要する経費（人件費、備品購入経費

等）については、対象外とする。 

※点検調査：平成 20 年 3月 10 日国土交通省告示第 282 号に定められている調査項

目のうち、上記【要件】①、②に掲げる事項に係る外観に基づく点検及び内部の

点検。 

実施設計費 
補助対象工事の施工範囲に係る実施設計費とする。なお、基本設計費及び監理費は

補助対象外。 

工 事 費 
ブロック塀等の改修、撤去、再設置に係る経費を対象とする。なお、再設置を伴わ

ないブロック塀等の撤去部分は補助対象外。 

 

 

Ⅳ 補助対象外経費 

1）再設置を伴わないブロック塀等の撤去部分に要する経費。 

2）新設の私立高校等に係る経費。 

 3）主として児童・生徒以外の者の利用に供する施設を区分するために設置されたブロック塀等の安全対

策に要する経費 

4）他の国庫補助を受ける事業に係る経費（当該年度において補助を受けようとするものを含む。なお、

本事業の申請と同時に他の国庫補助の申請を行うことはできない）。 

5）基本設計及び工事の監理に係る経費。 

6）設置当時の建築基準法に適合していないブロック塀等の安全対策に要する経費。 

7）安全対策が必要なブロック塀等の長さ以上のブロック塀等の再設置に要する経費。 

 

Ⅴ 補助率 

ブロック塀等工事（実施設計費を含む）及び点検調査に要する経費の合計の 1/3 以内 
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Ⅵ 計画調書等作成要領 
1.令和元年度 私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧【様式 1】 

  本様式は、都道府県において作成し、メールにて Excel ファイルを提出してください。 

 

2.令和元年度ブロック塀等安全対策事業計画調書【様式 8-1】 

1) 学校ごとに別葉で作成すること。ただし、例えば中学校と高等学校で同一建物や同一敷地等を利用して

いる場合は一括して作成することができる。なお、大学、短期大学、高等専門学校、専修学校、幼稚

園、幼保連携型認定こども園と同一建物や同一敷地等を利用している場合は、ブロック塀等の位置関係

や構内の利用実態に応じて、私立高校等とそれ以外の学校種ごとに経費を按分して申請すること。ま

た、それぞれの事業経費を算出するにあたって用いた合理的な按分方法を添付すること（様式任意）。 

2) 「事業名」欄は、内定通知送付の際に使用するので、簡潔な名称にすること。 

3) 「事前着手承認申請」欄は、当該工事について「交付内定前の事業着手承認申請書」を提出している場

合は、プルダウンから「申請済」を選択すること。 

4) 「１．ブロック塀等の現状」 

（Ａ）学校全体のブロック塀等について①、②の全長、（Ｂ）安全対策が必要なブロック塀等につい

て④、⑤の全長を記入すること（小数点第１位未満切り捨て）。③には④と⑤の合計の全長が示され

る。 

１つの学校に複数のブロック塀等が設置されている場合、学校に設置されている全てのブロック塀等

の合計の長さを記入すること。また、例えば中学校と高等学校で同一建物や同一敷地等を利用している

場合は、一括して計画調書を作成し、ブロック塀等の全長を学校ごとに按分せずに計上すること。 

大学、短期大学、高等専門学校、専修学校、幼稚園、幼保連携型認定こども園と同一建物や同一敷地

等を利用している場合は、ブロック塀等の位置関係や構内の利用実態に応じて、私立高校等以外の学校

種の分を除いて、ブロック塀等の全長を計上すること。 

5) 「2.ブロック塀等の安全対策」 

 安全対策を実施するブロック塀等について、安全対策の方法（⑥再設置、⑦改修、⑧撤去）ごとにブ

ロック塀等の長さを記入すること。ブロック塀等の再設置に伴う撤去は⑧撤去に含めないこと。 

   ・「再設置」とは、元々有しているブロック塀等を撤去後、同じ場所に新しく設置すること。 

   ・「改修」とは、ブロック塀等の撤去を伴わず、補修や控え壁の設置等を行うこと。 

 

（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②違法建築部分を除く違法建築

①学校に設置されているブロック塀等の全長

安 全 ③安全性に問題がある

④既存不適格 ⑤劣化損傷
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◆ ⑥～⑧の合計： ③以内 

◆ 再設置に伴う撤去は

「⑧撤去」に含めない 

◆「④既存不適格」の長さと 

「⑤劣化損傷」の長さが重複 

する場合は、「④既存不適

格」に計上する 
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 以下の経費について記入すること。 

 「工事費」：「⑭ 総工事費」は施工業者の入札書の金額及び様式 8-2 の「本事業に係る工事費」と

一致させること。 

       「⑮ ⑭のうち補助対象工事費」は様式 8-2 の「補助対象工事費」と一致させること。 

「⑯ 補助対象上限工事費」は「⑥再設置」と「⑦改修」の長さの合計に 80,000 円を乗

じた金額が示される。 

「⑰ 補助算定上の工事費」は⑮と⑯のうちどちらか小さい方の金額が示される。 

「点検調査費」：「⑱ 点検調査費」は点検業者の入札書の金額及び様式 8-2 の「点検調査費」と 

一致させること。 

「⑲ ⑱のうち補助対象点検調査費」は様式 8-2 の「補助対象点検調査費」と一 

致させること。 

※点検調査費については、Ⅱ補助対象経費の（表１）を参照すること。 

   「実施設計費」：「⑳ 実施設計費」は設計業者の入札書の金額及び 6-2 の「実施設計費」と一致 

           させること。 

           「㉑ ⑳のうち補助対象実施設計費」は様式 6-2 の「補助対象実施設計費」と一 

致させること。 

   「㉒ 補助対象事業経費」は⑰、⑲、㉑の合計額が示される。 

 

3.工事費・点検調査費・実施設計費の内訳【様式 8-2】 

1) 様式 8-1 の事業経費の内訳を項目ごとに記載すること。様式には、按分や補助対象外による経費につい

ても記入することとし、入札金額との整合性を取れる形で作成すること。なお、消費税などについて

は、適宜按分し、分かりやすく記入すること。 

2) 「工事区分」欄は、「撤去」、「設置」、「改修」、「その他」等を記入すること。 

3) 「内容」欄には、工事区分の具体的な内容を記入すること。 

4) 「数量」欄は、施工面積・幅・長さや購入数量が明らかな場合は、「一式」ではなく、単位とともに記

入すること。 

5) 様式の欄が不足する場合や、様式では記載し難い場合は、欄を広げるか、又は適宜別紙（様式任意）に

記入することとし、１枚に納めるために省略することのないようにすること。 

 

4.採択理由書【様式 8-3】 

① 採択理由書は事業ごとに記入すること。なお、施工業者・設計業者・点検調査業者が分かれる場合は、

それぞれ別葉で作成すること。 

②施工業者等が複数にわたる場合はそれぞれ別葉で作成し、それぞれの「採択業者」の入札金額の合計を

以下のように一致させること。 

※ 入札金額と一致させる金額 

・施工業者の採択業者入札金額：様式 6-1 の「⑭総工事費」 

・点検業者の採択業者入札金額：様式 6-1 の「⑱点検調査費」 

・設計業者の採択業者入札金額：様式 6-1 の「⑳実施設計費」 

③補助金の効果的配分を推進する観点から、計画の策定に当たっては価格の妥当性等を十分勘案し、補助

対象事業経費が適正かどうかについて特に留意すること。 

④「業者採択理由欄」には、入札の状況、工事内容等を比較した結果などを具体的に明示すること。ま

た、入札に参加した業者の選定理由についても記入すること。 

 

5.工事予定のブロック塀等の位置を示した配置図（様式自由） 

① できるだけ、簡潔にまとめたものを提出すること。 

② 同一建物や同一敷地等を複数の学校で利用している場合は、各学校の建物や敷地の利用状況について、

マーカー等を用いて分かりやすく明示すること。 

 

6.入札の内容が分かる書類又は見積書の写し 

私立学校施設整備費補助金（私立学校教育研究装置等施設整備費(私立高等学校等施設高機能化整備

費））交付要綱第 10 条において、補助事業の遂行については、国の契約及び支払に関する規定の趣旨に

従い、公正かつ最少の費用で最大の効果をあげ得るように経費の効率的使用に努めることを求めている観

点から、入札書等の提出に関しては以下のように行うこととし、事業経費が適正かどうかについては特に

留意すること。 
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① 原則として国又は地方公共団体の契約方法（別添「建設工事等に係る補助事業遂行にあたっての留意事

項」参照）にならい、入札等の競争性のある契約方法により契約の相手方及び契約金額を決定するこ

と。入札によらない場合であっても、3 社以上の業者による見積り合わせにより決定すること。ただ

し、やむを得ずこれらの方法によることができない場合は、当該やむを得ない理由及び契約金額の適正

性について、採択理由書（様式 8-3）に具体的に記入すること。 

② 業者の入札書の写しは、入札書右上に、採択した業者については「採択」と朱書きして、入札金額の合

計金額及び内訳が分かるものを提出すること。不採択の業者については「不採択」と黒字で記入し合計

金額がわかる部分のみを提出すること。 

③ 入札書の写し等には、理事長が原本証明をすること（なお、原本証明する添付資料の一覧を、理事長の

押印付の公文書にて提出することでも可能とする）。 

④ 補助事業が補助対象と対象外に分かれる場合は、採択業者の入札書の写し等にマーカー等を用いてわか

りやすく明示すること。 

 

７ その他参考となる資料 

必要となる部分のみを抜粋し、できる限り枚数を少なくすること。 



同一の敷地等を複数の学校が利用している場合のブロック塀等について　（参考）

◆同一の敷地等を複数の学校で利用している場合、ブロック塀等の位置関係や構内の利用実態に
　応じて、いずれかの学校に計上すること。

【大学】 【高校】

ブロック塀等の全長 ：300m ブロック塀等の全長 ：100m

安全性に問題があるブロック塀等の全長： 0m 安全性に問題があるブロック塀等の全長： 30m

パターン①

高校のブロック

塀として計上（１００ｍ）

大学のブロック塀として計上（３００ｍ）

ブロック塀

大学建物

高校建物

大学、高校

共用グラウンド 特定した

安全性に

問題があ

る部分

（３０ｍ）

大学部分（２７０ｍ）

ブロック塀

大学建物 高校建物特定した

安全性に

問題があ

る部分

（３０ｍ）
高校

グラウンド

大学

グラウンド

※大学敷地と高校敷地の境界である共通部分（90ｍ）は、大学、高校それぞれの学生定員で

按分して算出する。

【大学定員】2,000人 【高校定員】1,000人

【大学】 【高校】

ブロック塀等の全長： 330m ブロック塀等の全長： 270m

270ｍ＋90ｍ×2,000人÷3,000人＝330ｍ 240ｍ＋90ｍ×1,000人÷3,000人＝270ｍ

安全性に問題があるブロック塀等の全長：20m 安全性に問題があるブロック塀等の全長：10m

30ｍ×2,000人÷3,000人＝20ｍ 30ｍ×1,000人×3,000人＝10ｍ

パターン②

共通部分（９０ｍ）高校部分（２４０ｍ）



ブロック塀

大学、高校

共有建物

大学、高校

共用グラウンド

特定した

安全性に

問題がある

部分

（３０ｍ）

※大学と高校で建物を共有している場合は、大学、高校のそれぞれの学生定員で按分して

算出する。

【大学定員】2,000人 【高校定員】1,000人

【大学】 【高校】

ブロック塀等の全長： 400m ブロック塀等の全長： 200m

600ｍ×2,000人÷3,000人＝400ｍ 600ｍ×1,000人÷3,000人＝200ｍ

安全性に問題があるブロック塀等の全長：20m 安全性に問題があるブロック塀等の全長：10m

30ｍ×2,000人÷3,000人＝20ｍ 30ｍ×1,000人×3,000人＝10ｍ

パターン③

ブロック塀の全長（６００ｍ）



参 考  

 
ブロック塀等に係る建築基準法施行令の主な改正経過 

 
◆第６１条 
＜制定：昭和２５年政令第３３８号 施行：昭和２５年１１月２３日＞ 
第６１条 （組積造のへい） 

１ 組積造のへいは、下の各号に定めるところによらなければならない。 

 一 高さは３ｍ以下とすること。 

 二 各部分の壁の厚さは、その部分から壁頂までの垂直距離の１０分の１以上とすること。 

 三 長さ４ｍ以下ごとに、壁面からその部分における壁の厚さの１．５倍以上突出した控壁（木

造のものを除く。）を設けること。但し、その部分における壁の厚さが前号の規定による壁

の厚さの１．５倍以上ある場合においては、この限りでない。 

 

＜制定：昭和４５年政令第３３３号 施行：昭和４６年１月１日＞ 
第６１条 （組積造のへい） 

１ 組積造のへいは、次の各号に定めるところによらなければならない。 

 一 高さは２ｍ以下とすること。 

 二・三 略 

 四 基礎の根入れの深さは、２０ｃｍ以上とすること。 

 

＜制定：昭和５５年政令第１９６号 施行：昭和５６年６月１日＞ 
第６１条 （組積造のへい） 

１ 組積造のへいは、次の各号に定めるところによらなければならない。 

 一 高さは１．２ｍ以下とすること。 

 二 各部分の壁の厚さは、その部分から壁頂までの垂直距離の１０分の１以上とすること。 

三 長さ４ｍ以下ごとに、壁面からその部分における壁の厚さの１．５倍以上突出した控壁（木

造のものを除く。）を設けること。ただし、その部分における壁の厚さが前号の規定による

壁の厚さの１．５倍以上ある場合においては、この限りでない。 

 四 基礎の根入れの深さは、２０ｃｍ以上とすること。 

 

 

◆第６２条の８ 
＜制定：昭和４５年政令第３３３号 施行：昭和４６年１月１日＞ 
第６２条の８ （へい） 

１ 補強コンクリートブロツク造のへいは、次の各号（高さ１．２ｍ以下のへいにあつては、第

五号及び第七号を除く。）に定めるところによらなければならない。ただし、構造計算によつて構

造耐力上安全であることが確かめられた場合においては、この限りでない。 

 一 高さは３ｍ以下とすること。 

 二 壁の厚さは、１５ｃｍ（高さ２ｍ以下のへいにあつては、１０ｃｍ）以上とすること。 

 三 壁頂及び基礎には横に、壁の端部及び隅角部には縦に、それぞれ径９ｍｍ以上の鉄筋を配

置すること。 



 四 壁内には、径９ｍｍ以上の鉄筋を縦横に８０ｃｍ以下の間隔で配置すること。 

 五 長さ３．２ｍ以下ごとに、径９ｍｍ以上の鉄筋を配置した控壁で基礎の部分において壁面

から高さ５分の１以上突出したものを設けること。 

 六 第三号及び第四号の規定により配置する鉄筋の末端は、かぎ状に折り曲げて、縦筋にあつ

ては壁頂及び基礎の横筋に、横筋にあつてはこれらの縦筋に、それぞれかぎかけして定着

すること。 

 七 基礎のたけは、３５ｃｍ以上とし、根入れの深さは３０ｃｍ以上とすること。 

 

＜制定：昭和５５年政令第１９６号 施行：昭和５６年６月１日＞ 
第６２条の８ （へい） 

１ 補強コンクリートブロック造のへいは、次の各号（高さ１．２ｍ以下のへいにあつては、第

五号及び第七号を除く。）に定めるところによらなければならない。ただし、構造計算又は実験に

よつて構造耐力上安全であることが確かめられた場合においては、この限りでない。 

 一 高さは２．２ｍ以下とすること。 

 二～四 略  

 五 長さ３．４ｍ以下ごとに、径９ｍｍ以上の鉄筋を配置した控壁で基礎の部分において壁面

から高さ５分の１以上突出したものを設けること。 

 六 第三号及び第四号の規定により配置する鉄筋の末端は、かぎ状に折り曲げて、縦筋にあつ

ては壁頂及び基礎の横筋に、横筋にあつてはこれらの縦筋に、それぞれかぎ掛けして定着

すること。ただし、鉄筋をその径の４０倍以上基礎に定着させる場合にあつては、縦筋の

末端は、基礎の横筋にかぎ掛けしないことができる。 

 七 基礎の丈は、３５ｃｍ以上とし、根入れの深さは３０ｃｍ以上とすること。 

 

＜制定：平成１２年政令第３１２号 施行：平成１３年１月６日＞ 
第６２条の８ （塀） 

１ 補強コンクリートブロック造の塀は、次の各号（高さ１．２ｍ以下のへいにあつては、第五

号及び第七号を除く。）に定めるところによらなければならない。ただし、国土交通大臣が定める

基準に従つた構造計算によつて構造耐力上安全であることが確かめられた場合においては、この

限りでない。 

 一 高さは２．２ｍ以下とすること。 

二 壁の厚さは、１５ｃｍ（高さ２ｍ以下の塀にあつては、１０ｃｍ）以上とすること。 

 三 壁頂及び基礎には横に、壁の端部及び隅角部には縦に、それぞれ径９ｍｍ以上の鉄筋を配

置すること。 

 四 壁内には、径９ｍｍ以上の鉄筋を縦横に８０ｃｍ以下の間隔で配置すること。 

 五 長さ３．４ｍ以下ごとに、径９ｍｍ以上の鉄筋を配置した控壁で基礎の部分において壁面

から高さ５分の１以上突出したものを設けること。 

 六 第三号及び第四号の規定により配置する鉄筋の末端は、かぎ状に折り曲げて、縦筋にあつ

ては壁頂及び基礎の横筋に、横筋にあつてはこれらの縦筋に、それぞれかぎ掛けして定着

すること。ただし、鉄筋をその径の４０倍以上基礎に定着させる場合にあつては、縦筋の

末端は、基礎の横筋にかぎ掛けしないことができる。 

 七 基礎の丈は、３５ｃｍ以上とし、根入れの深さは３０ｃｍ以上とすること。 



学校におけるブロック塀等の安全点検（フロー図）

なし

問題なし

あり

基準不適合

基準適合

問題あり

基準不適合

基準適合

ブロック塀等内部の点検
（専門的な調査）

ブロック塀等の有無

スタート

安全 安全性に問題あり 点検終了

耐震対策の状況確認
（高さ、厚さ、控壁、基礎の有無）

劣化・損傷等の
状況確認

外観に基づく点検
（目視等で可能な調査）

塀の中の配筋等の
状況確認

・応急的な安全対策（撤去、注意喚起、近寄れない措置等）の実施
・必要に応じ塀の再整備 等

本募集の対象事業



 

 

建設工事等に係る補助事業遂行にあたっての留意事項 

 

 

補助事業遂行に当たっては、補助金の適正かつ効率的な使用が求められているとこ

ろであり、また、補助金という性質上その使用手続きの透明性を確保することが重要

であります。このことは、「行政及び公務員に対する国民の信頼を回復するための新

たな取組について」（平成８年１２月１９日事務次官等会議）及び「補助金等の再点

検等について」（平成９年１月１７日補助金等適正化中央連絡会議幹事会）において

も要請されているところであり、特に建設工事等契約手続き等について適正性及び透

明性が求められているところであります。（別紙参照） 

各学校法人におかれましては、補助金等の使用手続きの透明性の確保に努めるとと

もに、財務規則等に基づく適正な契約等事務手続きにより補助事業を遂行されている

ところでありますが、上記要請の趣旨を踏まえ、別紙の事項に留意しつつ建設工事等

に係る補助事業のなお一層の適正性、効率性、透明性を確保していただくようお願い

します。 

 

 

〔参考〕 

・「行政及び公務員に対する国民の信頼を回復するための新たな取組について」（抄）

及び「補助金等の再点検について」（抄）（参考資料１） 



 

（別紙） 

建設工事契約手続き等について 

 

補助事業を遂行するに当たっては、その財源となる補助金等の効率的使用が求められており、

そのためには、事業実施のために締結される契約手続きが適正になされることが必要です。この

ことは、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（昭和３０年８月２７日法律第１

７９号）においても要請されているところであり、これを受け、文部科学省の交付要綱または交

付決定通知書において「補助事業遂行にあたっては、国の契約及び支払いに関する規定の趣旨に

従うこと」が明記されているところです。 

以下、適正な契約手続き等を行うための参考例を具体的にお示ししますのでこれらの点に留意

し補助事業を遂行してください。 

 

１．契約方式、指名業者の決定方法について 

補助事業にかかる契約は、適正かつ効率的になされなければなりません。 

そのためには、公正かつ客観的な基準による競争により契約の相手方及び契約金額を決定す

る方法が妥当であり、これにより、適正性、効率性及び透明性が確保されます。 

 

（契約にあたっての留意点） 

① 原則として、国又は地方公共団体の契約方法にならい、入札による競争により契約の相手

方及び契約金額を決定すること。 

② 入札によらない場合であっても、複数社から見積もりを徴するなど、より経済的な金額で

あること。 

③ 理事会や委員会等において契約方式、指名業者などの決定を行うなど、一担当者の恣意的

判断が介入しないようにすること。 

④ 手続きの明確化を図るため財務規則等の整備についても検討すること。 

 

［参考］ 

・国の契約関係法令（参考資料２） 

 

２．入札結果等の公表について 

国における建設工事等契約の場合、入札結果等の公表がなされています。これは、建設工事

等に関する透明性・客観性が求められていることから行われているものです。 

補助金についても税金が使用されており、透明性・客観性が求められるのは当然のことです。

この事から、補助事業にかかる建設工事等契約の場合も、国における場合と同様に、入札結果

を公表することが必要です。 

 

（公表にあたっての留意点） 

① 公表内容 

・競争による契約を行った場合には、全札者名及びその入札金額 

・競争によらない契約を行った場合には、契約の相手方及び契約金額 



 

② 公表の時期 

・契約の相手方及び契約金額の決定後速やかに公表 

③ 公表の期間 

・公表を行った年度及び翌年度 

④ 公表の場所等 

・補助事業者の施設内において閲覧 

 

［参考］ 

・国における入札結果等の公表（参考資料３） 

 

３．一括下請けの取扱いについて 

建設業法においては、請負業者が当該工事について一括して他人に請け負わせてはならない

旨の規定があります。 

いわゆる「丸投げ」はこの規定に違反しており、また、「丸投げ」を前提とした不当な金額

で契約がなされる可能性もあります。 

このようなことが起こらないようにするため、補助事業者は一括下請け禁止について契約書

に明記しておくことが必要です。 

 

（一括下請けの取扱いの留意点） 

① 一括下請けは、建設業法において原則として禁止されている。 

② 一括下請けを行う場合には、発注者（補助事業者）の書面による承諾を得る必要がある。 

③ 上記①及び②について契約書に明記すること。 

 

［参考］ 

・建設業法の規定及び国における一括下請け禁止条項（参考資料４） 



 

（参考資料１） 

 

・「行政及び公務員に対する国民の信頼を回復するための新たな取り組みについて」 

（平成８年１２月１９日事務次官等会議）（抄） 

  

１ 補助金等の再点検について 

各省庁において、地方公共団体等事業実施主体を通じた事業実施の適正化を図るため、所管

する補助金等について、補助基準及び選定手続き等の再点検を行なうとともに、各々の補助金

等の実状に応じた透明性を確保するため、例えば、施設についての交付決定の概況一覧を公表

する等必要な措置を講ずる。 

 

・「補助金等の再点検について」 

（平成９年１月１７日補助金等適正化中央連絡会議幹事会）（抄） 

補助金等の再点検等について 

○再点検の内容 

補助基準、選定手続き、建設工事契約のあり方等 

○透明性の確保 

運営主体の運営・財務の公正化、透明化等を図る 



国の契約関係法令      （参考資料２） 
 

○
会 

計 

法 
 

〔
契
約
の
方
法
〕 

第
二
十
九
条
の
三 

 

契
約
担
当
官
及
び
支
出
負
担
行
為
担
当
官
（
以
下
「
契
約
担
当
官
等
」
と
い
う
。
）
は
、
売
買
、
貸
借
、
請
負
そ
の
他
の
契
約
を
締
結
す
る
場
合

に
お
い
て
は
、
第
三
項
及
び
第
四
項
に
規
定
す
る
場
合
を
除
き
、
公
告
し
て
申
込
み
を
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
競
争
に
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

② 

前
項
の
競
争
に
加
わ
ろ
う
と
す
る
者
に
必
要
な
資
格
及
び
同
項
の
公
告
の
方
法
そ
の
他
同
項
の
競
争
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
こ
れ
を
定
め
る
。 

③ 

契
約
の
性
質
又
は
目
的
に
よ
り
競
争
に
加
わ
る
べ
き
者
が
少
数
で
第
一
項
の
競
争
に
付
す
る
必
要
が
な
い
場
合
及
び
同
項
の
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
不
利
と
認
め

ら
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
指
名
競
争
に
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

④ 

契
約
の
性
質
又
は
目
的
が
競
争
を
許
さ
な
い
場
合
、
緊
急
の
必
要
に
よ
り
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
及
び
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
不
利
と
認
め
ら
れ

る
場
合
に
お
い
て
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
随
意
契
約
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

⑤ 

契
約
に
係
る
予
定
価
格
が
少
額
で
あ
る
場
合
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
場
合
に
お
い
て
は
、
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
指
名
競
争
に
付
し
又
は
随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

   

○
予
算
決
算
及
び
会
計
令 

 

（
指
名
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
） 

第
九
十
四
条 

会
計
法
第
二
十
九
条
の
三
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
指
名
競
争
に
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す
る
。 

一 

予
定
価
格
が
五
百
万
円
を
超
え
な
い
工
事
又
は
製
造
を
さ
せ
る
と
き
。 

二 

予
定
価
格
が
三
百
万
円
を
超
え
な
い
財
産
を
買
い
入
れ
る
と
き
。 

三 

予
定
賃
借
料
の
年
額
又
は
総
額
が
百
六
十
万
円
を
超
え
な
い
物
件
を
借
り
入
れ
る
と
き
。 

四 

予
定
価
格
が
百
万
円
を
超
え
な
い
財
産
を
売
り
払
う
と
き
。 

五 

予
定
賃
貸
料
の
年
額
又
は
総
額
が
五
十
万
円
を
超
え
な
い
物
件
を
貸
し
付
け
る
と
き
。 

六 

工
事
又
は
製
造
の
請
負
、
財
産
の
売
買
及
び
物
件
の
貸
借
以
外
の
契
約
で
そ
の
予
定
価
格
が
二
百
万
円
を
超
え
な
い
も
の
を
す
る
と
き
。 

２ 

随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
お
い
て
は
、
指
名
競
争
に
付
す
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。 



 

（
随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
） 

第
九
十
九
条 

会
計
法
第
二
十
九
条
の
三
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
随
意
契
約
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す
る
。 

一 
国
の
行
為
を
秘
密
に
す
る
必
要
が
あ
る
と
き
。 

二 

予
定
価
格
が
二
百
五
十
万
円
を
超
え
な
い
工
事
又
は
製
造
を
さ
せ
る
と
き
。 

三 

予
定
価
格
が
百
六
十
万
円
を
超
え
な
い
財
産
を
買
い
入
れ
る
と
き
。 

四 

予
定
賃
借
料
の
年
額
又
は
総
額
が
八
十
万
円
を
超
え
な
い
物
件
を
借
り
入
れ
る
と
き
。 

五 

予
定
価
格
が
五
十
万
円
を
超
え
な
い
財
産
を
売
り
払
う
と
き
。 

六 

予
定
賃
貸
料
の
年
額
又
は
総
額
が
三
十
万
円
を
超
え
な
い
物
件
を
貸
し
付
け
る
と
き
。 

七 

工
事
又
は
製
造
の
請
負
、
財
産
の
売
買
及
び
物
件
の
貸
借
以
外
の
契
約
で
そ
の
予
定
価
格
が
百
万
円
を
超
え
な
い
も
の
を
す
る
と
き
。 

八 

運
送
又
は
保
管
を
さ
せ
る
と
き
。 

九 

国
際
協
力
銀
行
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
、
公
庫
の
予
算
及
び
決
算
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
九
十
九
号
）
第
一
条 

に
規
定
す
る
公
庫
そ
の
他
特

別
の
法
律
に
よ
り
特
別
の
設
立
行
為
を
も
つ
て
設
立
さ
れ
た
法
人
の
う
ち
財
務
大
臣
の
指
定
す
る
も
の
と
の
間
で
契
約
を
す
る
と
き
。 

十 

農
場
、
工
場
、
学
校
、
試
験
所
、
刑
務
所
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
の
生
産
に
係
る
物
品
を
売
り
払
う
と
き
。 

十
一 

国
の
需
要
す
る
物
品
の
製
造
、
修
理
、
加
工
又
は
納
入
に
使
用
さ
せ
る
た
め
必
要
な
物
品
を
売
り
払
う
と
き
。 

十
二 

法
律
の
規
定
に
よ
り
財
産
の
譲
与
又
は
無
償
貸
付
け
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
に
そ
の
財
産
を
売
り
払
い
又
は
有
償
で
貸
し
付
け
る
と
き
。 

十
三 

非
常
災
害
に
よ
る
罹
災
者
に
国
の
生
産
に
係
る
建
築
材
料
を
売
り
払
う
と
き
。 

十
四 

罹
災
者
又
は
そ
の
救
護
を
行
な
う
者
に
災
害
の
救
助
に
必
要
な
物
件
を
売
り
払
い
又
は
貸
し
付
け
る
と
き
。 

十
五 

外
国
で
契
約
を
す
る
と
き
。 

十
六 

都
道
府
県
及
び
市
町
村
そ
の
他
の
公
法
人
、
公
益
法
人
、
農
業
協
同
組
合
、
農
業
協
同
組
合
連
合
会
又
は
慈
善
の
た
め
設
立
し
た
救
済
施
設
か
ら
直
接
に
物

件
を
買
い
入
れ
又
は
借
り
入
れ
る
と
き
。 

十
七 

開
拓
地
域
内
に
お
け
る
土
木
工
事
を
そ
の
入
植
者
の
共
同
請
負
に
付
す
る
と
き
。 

十
八 

事
業
協
同
組
合
、
事
業
協
同
小
組
合
若
し
く
は
協
同
組
合
連
合
会
又
は
商
工
組
合
若
し
く
は
商
工
組
合
連
合
会
の
保
護
育
成
の
た
め
こ
れ
ら
の
者
か
ら
直
接

に
物
件
を
買
い
入
れ
る
と
き
。 

十
九 

学
術
又
は
技
芸
の
保
護
奨
励
の
た
め
必
要
な
物
件
を
売
り
払
い
又
は
貸
し
付
け
る
と
き
。 

 

二
十 

産
業
又
は
開
拓
事
業
の
保
護
奨
励
の
た
め
、
必
要
な
物
件
を
売
り
払
い
若
し
く
は
貸
し
付
け
、
又
は
生
産
者
か
ら
直
接
に
そ
の
生
産
に
係
る
物
品
を
買
い
入

れ
る
と
き
。 

二
十
一 

公
共
用
、
公
用
又
は
公
益
事
業
の
用
に
供
す
る
た
め
必
要
な
物
件
を
直
接
に
公
共
団
体
又
は
事
業
者
に
売
り
払
い
、
貸
し
付
け
又
は
信
託
す
る
と
き
。 



 

二
十
二 

土
地
、
建
物
又
は
林
野
若
し
く
は
そ
の
産
物
を
特
別
の
縁
故
が
あ
る
者
に
売
り
払
い
又
は
貸
し
付
け
る
と
き
。 

二
十
三 

事
業
経
営
上
の
特
別
の
必
要
に
基
づ
き
、
物
品
を
買
い
入
れ
若
し
く
は
製
造
さ
せ
、
造
林
を
さ
せ
又
は
土
地
若
し
く
は
建
物
を
借
り
入
れ
る
と
き
。 

二
十
四 

法
律
又
は
政
令
の
規
定
に
よ
り
問
屋
業
者
に
販
売
を
委
託
し
又
は
販
売
さ
せ
る
と
き
。 

二
十
五 
国
が
国
以
外
の
者
に
委
託
し
た
試
験
研
究
の
成
果
に
係
る
特
許
権
及
び
実
用
新
案
権
の
一
部
を
当
該
試
験
研
究
を
受
託
し
た
者
に
売
り
払
う
と
き
。 

 

（
見
積
書
の
徴
取
） 

第
九
十
九
条
の
六 
契
約
担
当
官
等
は
、
随
意
契
約
に
よ
ろ
う
と
す
る
と
き
は
、
な
る
べ
く
二
人
以
上
の
者
か
ら
見
積
書
を
徴
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 



 

（参考資料３） 

 

国における入札結果等の公表 

 

１ 公表の対象 

建設工事（地盤調査を含み埋蔵文化財調査を除く）、設計監理業務及び測量業務（以下「建

設工事等」という。）とする。 

ただし、予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第９９条第１号、第２号又は第７

号の規定により随意契約によることとしたもの及び予決令第９９条第１号の規定により随意契

約によることができる場合において、予決令第９４条第２項の規定により指名競争に付したも

のについては、公表の対象としないものとする。 

 

２ 公表の内容 

（１）一般競争に付した場合 

① 競争参加資格の確認を受けるために申請書の提出した業者名 

② 競争参加資格がないと認めた業者名及びその理由 

③ 入札者氏名及び各入札者の各回の入札金額（入札者が見積もった契約希望金額から消費税

及び地方消費税相当額を控除した金額。以下同じ。）並びに予決令第９９条の２の規定によ

り随意契約によることとした場合においては契約の相手方及び見積金額（見積者が見積もっ

た契約希望金額から消費税及び地方消費税相当額を控除した金額。以下同じ。） 

④ 低入札価格調査の結果（会計法第２９条の６第１項ただし書に規定するいわゆる低入札価

格調査制度に基づく調査の結果。以下同じ。） 

⑤ 予定価格等（予定価格（予定価格から消費税及び地方消費税相当額を控除した入札書比較

価格又は見積書比較価格。以下同じ。）並びに予定価格の種目及び科目別積算内訳。以下同

じ。） 

 

（２）指名競争に付した場合 

① 指名業者名 

② 入札者名及び各入札者の各回の入札金額並びに予決令第９９条の２の規定により随意契

約によることとした場合においては契約の相手方及び見積金額 

③ 低入札価格調査の結果 

④ 予定価格等 

 

（３）随意契約によることとした場合（予決令第９９条の２の規定により随意契約によることと

した場合を除く。以下同じ。） 

① 契約の相手方 

② 見積金額 

③ 予定価格等 

 

 



 

３ 公表の時期 

（１）一般競争に付した場合 

① 記の２の（１）の①から④に掲げる事項については、落札者の決定後又は契約の相手方の

決定後、なるべく早期に公表するものとする。 

② 記の２の（１）の⑤に掲げる事項については、契約の締結後、なるべく早期に公表するも

のとする。 

 

（２）指名競争に付した場合 

① 記の２の（２）の①に掲げる事項については、指名通知後なるべく早期に公表するものと

する。 

② 記の２の（２）の②及び③に掲げる事項については、落札者の決定後又は契約の相手方の

決定後、なるべく早期に公表するものとする。 

③ 記の２の（２）の④に掲げる事項については、契約の締結後、なるべく早期に公表するも

のとする。  

 

（３）随意契約によることとした場合 

① 記の２の（３）の①及び②に掲げる事項については、契約の相手方の決定後、なるべく早

期に公表するものとする。 

② 記の２の（３）の③に掲げる事項については、契約の締結後、なるべく早期に公表するも

のとする。 

 

４ 公表の場所 

建設工事等の契約事務を担当した課において公表するものとする。 

 

５ 公表の方法 

（１）一般競争に付した場合 

記の２の（１）の①及び②に掲げる事項については参照の別紙１により、記の２の（１）

の③から⑤に掲げる事項については参照の別紙３により閲覧に供するものとする。 

 

（２）指名競争に付した場合 

記の２の（２）の①に掲げる事項については参照の別紙２により、記の２の（２）の②か

ら④に掲げる事項については参照の別紙３により閲覧に供するものとする。 

 

（３）随意契約によることとした場合 

記の２の（３）の①から③に掲げる事項については参照の別紙４により、閲覧に供するも

のとする。 

 

６ 公表の期間 

（１）一般競争又は指名競争に付した場合 

公告又は指名の通知を行った日に属する年度及び翌年度において閲覧に供するものとす

る。 



 

 

（２）随意契約によることとした場合 

契約を締結した日の属する年度及び翌年度において閲覧に供するものとする。 

 

７ 閲覧者名簿の設置 

公表の場所に参照の別紙５による閲覧者名簿を備え付け、閲覧者の氏名、住所等必要事項を

記入させるものとする。 

 

８ 予定価格等の公表 

予定価格等の公表については、当分の間、建設工事のみを対象とするものとする。 



建設業法の規定及び国における一括下請け禁止条項 （参考資料４） 
 

○
建
設
業
法
（
抄
） 

昭
和
二
十
四
年
五
月
二
十
四
日 

法
律
第
百
号 

 

（
一
括
下
請
負
の
禁
止
） 

第
二
十
二
条 
建
設
業
者
は
、
そ
の
請
け
負
つ
た
建
設
工
事
を
、
如
何
な
る
方
法
を
も
つ
て
す
る
を
問
わ
ず
、
一
括
し
て
他
人
に
請
け
負
わ
せ
て
は
な
ら 

な
い
。 

２ 

建
設
業
を
営
む
者
は
、
建
設
業
者
か
ら
当
該
建
設
業
者
の
請
け
負
つ
た
建
設
工
事
を
一
括
し
て
請
け
負
つ
て
は
な
ら
な
い
。 

３ 

前
二
項
の
規
定
は
、
元
請
負
人
が
あ
ら
か
じ
め
発
注
者
の
書
面
に
よ
る
承
諾
を
得
た
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。 

４ 

発
注
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
書
面
に
よ
る
承
諾
に
代
え
て
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
同
項
の
元
請
負
人
の
承
諾
を
得
て
、
電
子
情
報

処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
で
あ
つ
て
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
も
の
に
よ
り
、
同
項
の
承
諾
を
す
る

旨
の
通
知
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
発
注
者
は
、
当
該
書
面
に
よ
る
承
諾
を
し
た
も
の
と
み
な
す
。 

 

  

○
国
に
お
け
る
一
括
下
請
け
禁
止
条
項
（
例
） 

 

第
○
条 

請
負
者
は
、
工
事
の
全
部
若
し
く
は
そ
の
主
た
る
部
分
又
は
他
の
部
分
か
ら
独
立
し
て
そ
の
機
能
を
発
揮
す
る
工
作
物
の
工
事
を
一
括
し
て
第

三
者
に
委
任
し
、
又
は
請
け
負
わ
せ
て
は
な
ら
い
な
い
。
た
だ
し
、
あ
ら
か
じ
め
、
発
注
者
の
承
諾
を
得
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。 



工事費 点検調査費 実施設計費
事業経費

（円）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

事業

令和元年度 私立高等学校等施設高機能化整備費申請一覧

学校名学校法人名都道府県名 事業区分事業名

補助対象

補助希望額
（円）

備考
本体工事の見
積・入札状況

自動計算

自動計算
プルダウンメニューから「防災機能強化（ブロック塀等）」を選択

学校法人が提出する様
式８－１の事業名と一
致させること。

 2018/3ver



様式８－１（ブロック塀）

元 年度 ブロック塀等安全対策事業計画調書

年 月 日

年 月 日

１．ブロック塀等の現状

ｍ

ｍ

ｍ
（内訳）

ｍ

２．ブロック塀等の安全対策

ｍ ｍ ｍ ｍ

⑭ 円 ⑮ 円

⑯ 円 ⑰ 円

⑱ 円 ⑲ 円

⑳ 円 ㉑ 円

㉒ 円 ㉓ 円

※各経費は消費税等を含んだ額を記載すること。

⑥ 再設置 ⑦ 改修

ｍ

合　計

⑧ 撤去

事 業 名

学校全体のブロック塀等の
安全対策完了時期（予定）着手日(※)

（予定）竣工日

学 校 名

令和 （選択） （選択）

令和 事前着手承認申請

令和

法 人 名

管理責任者
所属・職・氏名

0
補助希望額
（㉒×1/3以内）

 ③ 安全性に問題があるブロック塀等の全長　【④＋⑤】

　⑤ 劣化損傷（既存不適格を除く）

都道府県名

補助対象事業経費
（⑰＋⑲＋㉑）

補助対象上限工事費
（（⑥＋⑦）×80,000円）

点検調査費

0

実施設計費
⑳のうち

補助対象実施設計費

　（Ｂ）　（Ａ）②のうち安全対策が必要なブロック塀等

⑭のうち
補助対象工事費

0.0

補助算定上の工事費
（⑮と⑯のどちらか小さい方）

⑱のうち
補助対象点検調査費

0

総工事費

　④ 既存不適格

補 助 対 象 外

　（Ａ）　学校全体のブロック塀等

0.0

補 助 対 象

　① 学校に設置されているブロック塀等の全長

　② うち、違法建築部分を除いたブロック塀等の全長

※着手日とは、当該

補助事業に係る契

約の締結日を指す。



様式８－２（ブロック塀）

※各経費は消費税等を含んだ額を記載すること。

（按分により補助対象外経費を算出した場合の算出方法）

総事業経費 0

補助対象外　点検調査費 0

点検調査費（様式８－１ ⑱と一致） 0

補助対象点検調査費（様式８－１ ⑲と一致） 0

補
助
対
象
外

内 容 金額（円）

本事業に係る総工事費（様式８－１ ⑭と一致） 0

点

検

調

査

費

補

助

対

象

内 容 金額（円）

補助対象外　工事費 0

補助対象工事費（様式８－１ ⑮と一致） 0

補

助

対

象

外

工 事 区 分 内 容 数量 金額（円）

按
分
方
法

学校法人名 学校名 事業名

補

助

対

象

工 事 区 分 内 容

工事費・点検調査費・実施設計費の内訳

工

事

費

数量 金額（円）

実

施

設

計

費

補

助

対

象

内 容 金額（円）

補助対象外　点検調査費 0

実施設計費（様式８－１ ⑳と一致） 0

補助対象実施設計費（様式８－１ ㉑と一致） 0

補
助
対
象
外

内 容 金額（円）



様式８－３（ブロック塀）

円

円

円

円

円

円

円

（業者採択理由）

※入札金額は消費税等を含んだ額を記載すること。

不 採 択 業 者 ５ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ６ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ３ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ４ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 １ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ２ 会社名： 入札金額：

採 択 業 者 区 分 施工業者

採 択 業 者 会社名： 入札金額：

採　択　理　由　書

法 人 名

事 業 名

学 校 名



様式８－３（ブロック塀）

円

円

円

円

円

円

円

（業者採択理由）

※入札金額は消費税等を含んだ額を記載すること。

不 採 択 業 者 ５ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ６ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ３ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ４ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 １ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ２ 会社名： 入札金額：

採 択 業 者 区 分 点検調査業者

採 択 業 者 会社名： 入札金額：

採　択　理　由　書

法 人 名

事 業 名

学 校 名



様式８－３（ブロック塀）

円

円

円

円

円

円

円

（業者採択理由）

※入札金額は消費税等を含んだ額を記載すること。

不 採 択 業 者 ５ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ６ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ３ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ４ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 １ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ２ 会社名： 入札金額：

採 択 業 者 区 分 設計業者

採 択 業 者 会社名： 入札金額：

採　択　理　由　書

法 人 名 学 校 名

事 業 名



様式８－３（ブロック塀）

円

円

円

円

円

円

円

（業者採択理由）

※入札金額は消費税等を含んだ額を記載すること。

不 採 択 業 者 ５ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ６ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ３ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ４ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 １ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ２ 会社名： 入札金額：

採 択 業 者 区 分 設計・施工業者

採 択 業 者 会社名： 入札金額：

採　択　理　由　書

法 人 名 学 校 名

事 業 名



様式８－３（ブロック塀）

円

円

円

円

円

円

円

（業者採択理由）

※入札金額は消費税等を含んだ額を記載すること。

不 採 択 業 者 ５ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ６ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ３ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ４ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 １ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ２ 会社名： 入札金額：

採 択 業 者 区 分 施工業者

採 択 業 者 会社名： 入札金額：

採　択　理　由　書

法 人 名 学 校 名

事 業 名



様式８－３（ブロック塀）

円

円

円

円

円

円

円

（業者採択理由）

※入札金額は消費税等を含んだ額を記載すること。

不 採 択 業 者 ５ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ６ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ３ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ４ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 １ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ２ 会社名： 入札金額：

採 択 業 者 区 分 点検調査業者

採 択 業 者 会社名： 入札金額：

採　択　理　由　書

法 人 名 学 校 名

事 業 名



様式８－３（ブロック塀）

円

円

円

円

円

円

円

（業者採択理由）

※入札金額は消費税等を含んだ額を記載すること。

不 採 択 業 者 ５ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ６ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ３ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ４ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 １ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ２ 会社名： 入札金額：

採 択 業 者 区 分 設計業者

採 択 業 者 会社名： 入札金額：

採　択　理　由　書

法 人 名 学 校 名

事 業 名



様式８－３（ブロック塀）

円

円

円

円

円

円

円

（業者採択理由）

※入札金額は消費税等を含んだ額を記載すること。

不 採 択 業 者 ５ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ６ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ３ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ４ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 １ 会社名： 入札金額：

不 採 択 業 者 ２ 会社名： 入札金額：

採 択 業 者 区 分 設計・施工業者

採 択 業 者 会社名： 入札金額：

採　択　理　由　書

法 人 名 学 校 名

事 業 名



様式８－４（ブロック塀等）

①

②

②

④

⑤

⑥

工事予定のブロック塀等の位置を示した配置図（様式自由） 必須

その他参考となるもの

工事費、点検調査費及び実施設計費に係る入札の内容が分かる書類
又は見積書の写し（３社以上）

必須

令和元年度 ブロック塀等安全対策事業計画調書（様式８－１、８－２） 必須

提出書類チェック表（様式８－４） 必須

採択理由書（様式８－３） 必須

提 出 書 類
今回提出する書類に

は丸印を記入 備 考

提 出 書 類 チ ェ ッ ク 表

法 人 名

事 業 名

学 校 名


